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電子署名法・商業登記法等の規制緩和の必要性

内閣府　規制改革推進会議 
第10回成長戦略ワーキンググループ　御中

資料１ １ ３



2020.5.12 規制改革推進会議説明資料
弁護士ドットコム株式会社

2

エグゼクティブサマリー

•クラウド技術の進展に伴い、電子署名・電子契約サービスのニーズは拡大す
るも、導入に躊躇する民間企業は少なくない 

•その主な原因は、「押印が主・電子署名は従」としてきた法制度および行政
実務にある 

•諸外国同様、電磁的に作成される署名・文書にも広く法的効力を認めていく
ことが、デジタルファーストの加速に資するものと考える
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弁護士ドットコム株式会社（2014年東証マザーズ上場）が提供する 
クラウド型電子契約サービス「クラウドサイン」

書類をアップロードし、相手方（受信者）がメール認証を経て同意すると 
弁護士ドットコムが書類に電子署名と認定タイムスタンプを付与 

受信者のコスト負担なく書類をデジタルに証拠化
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2015年10月にサービス開始 
電子契約市場でシェアNo.1※

※電子契約サービス主要12社において、有償・無償を含む発注者側ベースでの利用登録社数    （株）矢野経済研究所調べ 2019年7月現在

その他 
サービス

80％超



2020.5.12 規制改革推進会議説明資料
弁護士ドットコム株式会社

5

しかし電子契約の採用率は44.2%（2019年 一部採用を含む） 
日本ではまだ浸透しているとは言い難い状況

　一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC） 「IT-Report 2019 Spring」
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電子契約普及の障壁は「説明コスト」 
登記添付書類に使用できないなど、法制度のわかりにくさを指摘する声も

　一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC） 「IT-Report 2019 Spring」
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押印さえあれば推定効を認める民事訴訟法に対し 
電子署名の推定効発生にさまざまな要件を課す電子署名法

民事訴訟法 228条4項 

私文書は、 

本人又はその代理人の署名又は押印があるとき
は、 

真正に成立したものと推定する。

電子署名法 3条 

電磁的記録であって情報を表すために作成されたもの
（公務員が職務上作成したものを除く。）は、 

当該電磁的記録に記録された情報について本人による 
電子署名 （これを行うために必要な符号及び物件を適
正に管理することにより、本人だけが行うことができる
こととなるものに限る。）が行われているときは、 

真正に成立したものと推定する。

同法2条1項 
この法律において「電子署名」とは、電磁的記録（略）に記録することができる情
報について行われる措置であって、次の要件のいずれにも該当するものをいう。 
一　当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのもの
であること。 
二　当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるもの
であること。
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実印を用いずとも法的効力が広く認められる押印と比較し 
電子署名に対する過度な法規制が普及の障壁に

押印 電子署名

対象となる文書 私文書であれば限定なし
個別法で厳格な書面性を要求する文書には利用できない 
例： 定期借家契約（借地借家法）、消費者との契約内容書面（特定商取引
法）、取締役会議事録等の登記申請添付書類（商業登記法）など

推定効を得る主体 法人・自然人の限定なし 自然人のみ（電子署名法3条・6条、施行規則5条、商業登記法12条の2）

必要なもの
印章のみ
印鑑証明書がなくとも、法的な有効性とは無関係

「符号及び物件」として、秘密鍵・電子証明書を格納したICカード・磁気ディ
スク・PC等、が全当事者に必要（電子署名法3条括弧書き）

入手手段
ハンコ店・文房具店・百円ショップ・ネット通販等
どこでも購入可、業規制なし

認証事業者から発行を受ける必要あり（電子署名法4条以下）

入手できない際の
代替手段

署名 代替手段なし

品質基準 なし

「特定認証事業」が採用すべき暗号方式を法定し（電子署名法施行規則2
条）、主務大臣による認定制度あり（同法4条以下）。なお商業登記の申請は
代表者の電子署名を法務局の認証によるものに限定し、電子署名法に基づく民
間認証では不可（商業登記法12条の2、商業登記規則36条ほか）

有効期間 なし
5年以内 
「電子証明書の有効期間は、五年を超えないものであること。」（電子署名法
施行規則6条1項4号）と規制

代理の方法
条文（民事訴訟法228条4項）上で代理が想定されて
いることに加え、印章を貸与すれば押印代理も可

条文（電子署名法3条）上本人行為性が強く求められており、代理は想定され
ていない　cf 電子委任状法



2020.5.12 規制改革推進会議説明資料
弁護士ドットコム株式会社

9

 

https://twitter.com/mocchicc/status/1192667878224302080   2020年5月8日最終アクセス　プライバシー保護のため代表者氏名を一部マスキング 

特に登記申請時添付すべき契約書面・取締役会議事録等について 
行政サイド（法務局）から取扱いを拒否される事例に悩まされる企業は多い

2019年11月８日、新株予約権登記でクラ
ウドサインで締結した契約書を添付したと
ころ、法務局は当該申請を拒絶 

代表取締役実印を押印した原本証明書に電
子契約のコピーを添付して法務局を再訪、
ようやく登記申請が通った事例
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こうした押印・書面交付原則に対し 
経済団体からも見直し要請が強く出されている

新経済連盟「コロナ問題を契機とした規制・制度／経営・業務改革～デジタルXの未来を今に～」
https://jane.or.jp/app/wp-content/uploads/2020/04/presentation20200409fix.pdf   2020年5月8日最終アクセス　
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2018年1月29日付　経済産業省ニュースリリース　http://www.meti.go.jp/press/2017/01/20180129001/20180129001.html

グレーゾーン解消制度なども活用しているものの 
個別法の各論ごとの対応では、時代の変化のスピードに追いつけない

請負契約の書面化義務を規定する建設業法
に関し、クラウドサインが同法規定の電子
署名の要件を満たすか不明確であった 

2017年夏頃からの数ヶ月に渡る手続きと説
明の結果、翌年2018年1月にようやく 
「建設業法施行規則第十三条の二の第二項
に規定する技術的基準を満たすものと解さ
れる」 
旨の回答をいただく

経済産業大臣・国土交通大臣から　弁護士ドットコム株式会社　宛 
「規制について規定する法律及び法律に基づく命令の解釈等に関する回答書」 
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これまでの「押印が主で電子署名は従」とする規制を抜本的に見直し 
電磁的に作成される署名や文書を正面から肯定（デジタルファースト）すべき

左　https://www.govinfo.gov/content/pkg/PLAW-106publ229/pdf/PLAW-106publ229.pdf  2020年5月8日最終アクセス
右　https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=uriserv:OJ.L_.2014.257.01.0073.01.ENG  2020年5月8日最終アクセス

US eSign Act（アメリカ合衆国連邦電子署名法） EU eIDAS Directive（欧州連合eIDAS規則）

米国・EUでは、署名や契約が電磁的なものであることを理由として 
法的効力を否定してはならないことを法令に明記している


